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2022年3月24日～28日調査

2022年4月15日～19日調査

2022年8月25日～31日調査

2023年1月24日～31日調査

今回調査

撤退済み・撤退の手続き中 全面的な事業（操業）停止（いわゆる休眠を含む）

一部事業（操業）の停止 通常どおり

その他

（n=99）

（n=107）

（n=111）

（n=97）

（n=68）

(％)

図1 現時点の事業ステータス

（注）「その他」は活動状況には変化はないが、拠点運営形態に変更があったもの。

（出所）ロシア・ウクライナ情勢下におけるロシア進出日系企業アンケート調査結果（2023年6月）
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レピュテーションリスク回避を目的とした自社の事業活動の自粛
本社・在欧統括会社などの対ロシアビジネス方針の変更

日本政府による対ロ制裁（日本からの輸出禁止）
日本を除く西側諸国による対ロ制裁（製品・サービスの輸出入制限）

商品、原材料、部品、サービス調達の困難・制限
物流（空路、陸路、海運）の混乱・停滞

事業継続によるレピュテーションリスクの顕在化
ロシアの政治・経済状況の不確実性の増大
ロシア、欧米諸国の取引先との関係変化

ロシア拠点の勤務体制の維持・変更（駐在員不在、現地従業員の増減な…
レピュテーションリスク回避を目的とした他社の事業活動の自粛
日本を除く西側諸国による対ロ制裁（物流・輸送にかかる制限）

決済の困難（ロシア国内外との決済）
日本政府による対ロ制裁（新規投資禁止）

日本を除く西側諸国による対ロ制裁（金融分野の制限）
資金移動の困難（ロシア国内外の資金移動）

物流コストおよび商品、原材料、部品、サービス調達コストの上昇
ロシア事業の収益性低下

日本政府による対ロ制裁（日本への輸入禁止）
ロシアによる制裁への対抗策・報復措置（金融分野の制限）

ルーブル為替の不安定化
ロシア国内での販売の著しい減少

日本政府による対ロ制裁（その他）
日本を除く西側諸国による対ロ制裁（特定個人・法人との取引制限）

ロシアによる制裁への対抗策・報復措置（その他）
ロシアによる制裁への対抗策・報復措置（製品・サービスの輸出入制限）

ウクライナへの軍事侵攻以外に起因する要因
特になし
その他

(％)

図2 事業停止の要因（複数回答）

（出所）ロシア・ウクライナ情勢下におけるロシア進出日系企業アンケート調査結果（2023年6月）
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物流（空路、陸路、海運）の混乱・停滞

日本政府による対ロ制裁（日本からの輸出禁止）

日本を除く西側諸国による対ロ制裁（製品・サービスの輸出入制限）

決済の困難（ロシア国内外との決済）

資金移動の困難（ロシア国内外の資金移動）

日本を除く西側諸国による対ロ制裁（物流・輸送にかかる制限）

日本を除く西側諸国による対ロ制裁（金融分野の制限）

ロシア、欧米諸国の取引先との関係変化

ロシア事業の収益性低下

商品、原材料、部品、サービス調達の困難・制限

ルーブル為替の不安定化

レピュテーションリスク回避を目的とした他社の事業活動の自粛

ロシアの政治・経済状況の不確実性の増大

物流コストおよび商品、原材料、部品、サービス調達コストの上昇

ロシア拠点の勤務体制の維持・変更（駐在員不在、現地従業員の増減など）

日本政府による対ロ制裁（新規投資禁止）

ロシア国内での販売の著しい減少

本社・在欧統括会社などの対ロシアビジネス方針の変更

ロシアによる制裁への対抗策・報復措置（製品・サービスの輸出入制限）

ロシアによる制裁への対抗策・報復措置（金融分野の制限）

レピュテーションリスク回避を目的とした自社の事業活動の自粛

日本を除く西側諸国による対ロ制裁（特定個人・法人との取引制限）

事業継続によるレピュテーションリスクの顕在化

日本政府による対ロ制裁（日本への輸入禁止）

日本政府による対ロ制裁（その他）

ロシアによる制裁への対抗策・報復措置（その他）

ウクライナへの軍事侵攻以外に起因する要因

特になし

その他
（n=20）

(％)

図3 事業運営上の困難（複数回答）

（出所）ロシア・ウクライナ情勢下におけるロシア進出日系企業アンケート調査結果（2023年6月）
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2022年3月24日～28日調査

2022年4月15日～19日調査

2022年8月25日～31日調査

2023年1月24日～31日調査

今回調査

拡大 維持 縮小 休眠 撤退 不明・該当せず

（n=99）

（n=107）

（n=109）

（n=97）

（n=68）

図4 今後半年から1年後の事業見通し

(％)

（注）「休眠」は今回調査より選択肢に追加。

（出所）ロシア・ウクライナ情勢下におけるロシア進出日系企業アンケート調査結果（2023年6月）
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駐在員数

現地従業員数

増加 減少（現地従業員数が22年初比で50％～99％） 減少（現地従業員数が22年初比で50％未満） 不変

（n=28）

（n=68）

(％)

（出所）ロシア・ウクライナ情勢下におけるロシア進出日系企業アンケート調査結果（2023年6月）

図5 駐在員数・現地従業員数の増減


	図1作業
	図2作業
	図3作業
	図4作業
	図5作業

